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近 年 の 研 究 開 発 は 知 の フ ロ ン テ ィ ア の 拡 大、

interdicipline 領域における挑戦、及び、成果の不確実

性の拡大などにより、イノベーションを取り巻く状況は

大きく変化し、複雑化している。アカデミアとして知の

フロンティアを追求する大学は、社会的課題の解決のた

めに、自らが生み出す研究成果を社会還元する役割が求

められているところである。

一方、民間企業においては、Society5.0ⅰやカーボ

ンニュートラルの実現ⅱを見据え、自社本来の専門領域

に加え、人工知能や脱炭素といった観点を加味した中長

期的な研究開発へのチャレンジが必須となっている。変

化する社会における研究開発は、企業にとってチャンス

でもある一方で研究開発リスクの増大にも繋がる。増大

するリスクに対応するためには、自社の経営資源の効率

的な活用のみならず、自社以外の知識を利用することが

必要不可欠である。

日本における産学連携の推進について、これまで、大

学等技術移転促進法（TLO 法）ⅲの制定や日本版バイ・

ドール制度ⅳの導入、産学官連携による共同研究強化の

ためのガイドラインⅴの導入といった環境整備が進み、

はじめに1
産学連携での共同研究は一定の成果をあげてきていると

考えられる。

我々の先の研究は、特許情報を活用し、米国の政府機

関等を中心に医薬品開発に関するファンディング動向に

ついて分析を行うことで、米国のファンディングパート

ナーとして財団が重要な役割を担っており、大企業だけ

でなく大学やスタートアップ企業にも研究資金が行き渡

る状況を明らかにしたⅵ。このように産学連携のアウト

プットは、特許データや論文データといった形で測定で

きる。今回我々は、「産学連携論文数」「特許の単独出願・

共同出願」という観点で、日本及び米国の大学の産学連

携アウトプットを調査した。

なお、本稿は著者の私見であり、著者が所属する機関

の意見・見解を表明するものでない点に留意願いたい。

まず、各大学における産学連携論文の発行数の推移を

抽出した。データベースはエルゼビア社の Scopus を

用いて、著者の所属機関として民間と大学の両者が登録

されている論文を産学連携論文と定義し、データを抽出

した。

産学連携論文の推移2

特許･論文データからみた日本の産学連携
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海外及び日本の大学ともに、Times Higher Education 

が発表する World University Rankings で上位にラン

キングされる大学から主要な大学をピックアップした。

（視認性を考慮して、グラフでは代表的な大学をそれぞ

れ 10 校表示している。）

図 1　海外の大学における産学連携論文数の推移

図 2　日本の大学における産学連携論文数の推移

アメリカや欧州・中国の大学は、年と共に産学連携論

文の発行数が増えているのに対し、日本の大学は、東京

大学・京都大学をはじめとして、2006 年あたりから産

学連携論文数が増えていない。東北大学・東京工業大学

など、産学連携論文数が減少傾向にある大学も存在する。

なお、グラフには示さないが、海外・日本の各大学と

も、毎年発行する論文の絶対数は年々増加しており、日

本の大学における産学連携論文数の停滞は、発行論文の

絶対数の減少に起因するものではない。

次に、各大学における特許データを抽出した。筆者ら

は特許出願人に関する Entity Attribute（大学・大企業・

中小企業などの属性）データを有していないため、特許

における産学連携の状況を正確に把握することはできな

い。そこで、代理のデータとして、各大学における特許

出願について、単独出願・共同出願の出願件数の推移を

調べた。

世界主要国 / 地域・機関の特許公報全文を日本語と英

語で横断的に一度に検索できるサービス Japio-GPG/

FXⅶのデータを用いて、出願人に大学を含む公開公報

（いわゆる A 公報）を抽出した。図 3 及び図 4 は、大

学ごとに、各年の出願件数（棒グラフ）及びそのうち共

同出願の割合（折れ線グラフ、右軸）をプロットしたも

のである。

なお、大学が所在する国の特許庁に出願するのが一般

的であると判断し、日本の大学は日本特許庁（JPO）へ

大学の特許出願の推移3

図 3　米国の大学における特許出願数（棒グラフ、左軸）及び共同出願の割合（折れ線、右軸）
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の出願件数を、米国の大学は米国特許商標庁（USPTO）

への出願件数をカウントした。

米国の大学は、2001 年から特許出願数が伸びてい

るが 2018 年ごろをピークにやや減少傾向にある。な

お、2021 年の出願件数は、データ抽出時にすべての

特許出願が公開されていない可能性もある点に留意され

たい。

また、共同出願の割合は、どの大学も 2012 年から

増加傾向にある。共同出願を優先する大学（マサチュー

セッツ工科大学、ハーバード大学）がある一方で、単独

出願を優先する（共同出願の割合が少ない）するスタン

フォード大学、一時期は共同出願が隆盛だったが単独出

願を優先する戦略に戻したジョンズホプキンス大学と、

様々な傾向が見られる。大学によって、単独出願・共同

出願の戦略が異なることがわかる。

単独出願が産学連携のアウトプットを表しているか否

かは当データだけでは判別することができないものの、

米国の主要大学では、共同出願の割合が増加傾向にある

ことがわかった。前章（3．産学連携論文の推移）の結

果とも併せて、米国の大学では、産学連携の結果生まれ

た研究成果は、論文の形でも、特許の形でも発表されて

いると推定される。

すなわち、米国の産学連携の研究テーマは、基礎研究

（論文）でも、応用研究（特許）でもアウトプットがな

されていることが伺える。

日本の大学の特許出願数は独法化（2004 年）の後

に急激に伸びたが、その後はほぼ横ばいとなっている。

また、どの大学も共同出願の割合が多い傾向にある。前

章（3．産学連携論文の推移）で産学連携論文数が減っ

ていた東北大学や東京工業大学も共同出願数はさほど変

わらない。

前章の結果とも併せて、日本の大学における産学連携

のアウトプットは、近年は、論文よりも特許の形で表れ

ている。すなわち、「産学連携の結果生まれた研究成果

は特許の形でアウトプットすることが優先される」また

は「日本の産学連携の主な研究テーマは、基礎研究では

なく応用研究である」と言える。

最後に、「特許に引用された論文数」について確認する。

データベースはエルゼビア社の Scopus を用いて、

SciVal に搭載されている Economic Impact としての

Patent-Cited Scholarly Output（特許からの被引用

数）を抽出した。

海外及び日本の大学ともに、Times Higher Education 

が発表する World University Rankings で上位にラン

キングされる大学から主要な大学をピックアップした。

（視認性を考慮して、グラフでは代表的な大学をそれぞ

れ 10 校表示している。）

特許に引用された論文数の推移4

図 4　日本の大学における特許出願数（棒グラフ、左軸）及び共同出願の割合（折れ線、右軸）
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図 5　海外の大学における特許に引用された論文数の推移

図 6　日本の大学における特許に引用された論文数の推移

なお、特許審査官が引用する文献と審査対象の特許（本

願）の出願日との乖離（審査官引用ラグ）は、USPTO

及び JPO では差はさほど見られない（表 1）。また、

USPTO・JPO の審査官引用ラグは、近年、10 ～ 11

年程度で推移しているため、図 5 図 6 において 2012

年以降のデータは、審査官引用が完全でない（審査官に

十分引用される時期に達していない）年代であると認識

されたい。

米国の大学は、2012 年以降、特許に引用された論

文数が落ちているが、これは前述のとおり USPTO に

おける審査官引用が完全でないことに起因する。一方で、

日本の大学は 2005 年ごろをピークに特許に引用され

た論文数が減少しており、これは JPO における審査官

引用ラグとは別の要因が影響していることが伺える。

「特許に引用された論文数」は、大学の基礎研究が応

用研究に生かされているかを示す指標であり、日本の大

学の基礎研究成果が（米国の大学と比べて）社会実装さ

れていないことを示しているのではないか。

前章までで、日本の大学における産学連携のアウト

プットは、近年は、論文よりも特許の形で表れている。

すなわち、「産学連携の結果生まれた研究成果は特許の

形でアウトプットすることが優先される」または「日本

の産学連携の主な研究テーマは、基礎研究ではなく応用

研究である」ことを述べた。

「特許に引用された論文数」は、大学の基礎研究が応

用研究に生かされているかを示す指標であり、日本の大

本願出願年 引用ラグ（JPO） 引用ラグ（USPTO） 引用ラグ（EPO） 引用ラグ（KIPO） 引用ラグ（CNIPA）

2010 8年 8か月13日 10年 4か月13日 10年 9か月28日 6年4か月9日 6年7か月1日

2011 9年0か月5日 10年 3か月9日 10年 8か月19日 6年6か月27日 6年5か月16日

2012 9年 2か月27日 10年 2か月18日 10年 10か月1日 6年8か月24日 6年5か月26日

2013 9年 6か月21日 10年 4か月3日 10年11か月10日 6年10か月15日 6年3か月28日

2014 9年 11か月0日 10年 3か月11日 11年 0か月3日 7年1か月7日 6年2か月10日

2015 10年 0か月27日 10年 3か月9日 10年10か月15日 7年3か月25日 5年10か月23日

2016 10年 5か月4日 10年 7か月8日 10年11か月21日 7年10か月9日 5年8か月14日

2017 11年 2か月25日 10年10か月27日 10年 9か月23日 7年10か月0日 5年5か月21日

2018 11年 6か月8日 11年 0か月17日 11年 3か月9日 7年11か月15日 5年4か月23日

2019 10年 3か月11日 11年 2か月28日 11年 9か月9日 8年2か月24日 5年6か月8日

2020 9年 10か月0日 11年 9か月6日 11年 9か月3日 8年5か月5日 5年4か月14日

表 1　各国・地域特許庁の審査官引用ラグ（本願出願日と引用文献公開日との平均期間ⅷ）
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学の論文が特許に引用されにくい状況は、上述のとおり

「研究成果が特許の形でアウトプットされている」こと

にも一因があるかもしれない。そもそも産学連携の成果

であれ、大学単独の成果であれ、論文の絶対数が少ない

ことも考えられる。いずれにせよ、日本の大学の基礎研

究成果は、米国の大学と比べて社会実装されていないこ

とを示しているのではないか。

以上、特許データ及び論文データを基に、米国・日本

の大学の産学連携研究のアウトプットを調べてみた。あ

くまでも著者らの私見を踏まえての分析なので、現実の

産学連携の状況を正しく反映できていない可能性がある

点に留意されたいが、Japio YEAR BOOK 読者の参考

になれば幸いである。

最後に、データ抽出に協力していただいた、日本特許

情報機構の特許情報研究所にこの場を借りて御礼申し上

げる。
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